
介護予防支援と介護予防ケアマネジメントとが変わり、 

契約の事業所が変わるときは、その都度、居宅届出書の提出が必要 

～ 要支援１・２の認定を受けた方のサービス利用の契約について ～ 
 

令和６年４月から、介護予防支援の指定を受けた居宅介護支援事業所が地域包括支援セ

ンターを通さず、直接利用者と契約をして担当することができるようになりました。 

受けるサービスの内容によって契約の方法が異なります。 

次の質問から当てはまるものを選んで、相談先や契約先を確認してください。 

（利用できるサービスは冊子｢ハートページ｣を参照。） 
 

①相談先を探す 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

②受けるサービスによりケアプラン作成を契約 

 

 

 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

③居宅計画･介護予防支援･ 

介護予防ケアマネジメント計画作成届出書を作成し、事業者が区役所に提出 
 

※介護予防支援の指定を受けた居宅介護支援事業所のリストは横浜市ホームページ等でご確認ください。 

 

発行：横浜市健康福祉局高齢在宅支援課（電話045-671-2405 Fax045-550-3612） 

介護予防･生活支援サービス

(総合事業)のみ希望 

介護予防給付のみ、または、 

介護予防･生活支援サービス 

(総合事業)と介護予防給付 

希望するサービスが 

決まっていない 

介護予防支援の指定を受けた 

居宅介護支援事業所(※) 

または 

利用者の地域を担当する 

地域包括支援センターへ相談 

利用者の地域を担当する 

地域包括支援センター 

（ケアプラザ）へ相談 

介護予防給付のみ、 
介護予防･生活支援サービス 

(総合事業)と介護予防給付 

介護予防･生活支援サービス

(総合事業)のみ 

介護保険サービスを利用しない場合 
 

一般介護予防事業 
･介護予防普及啓発事業 

･地域介護予防活動支援事業 

(元気づくりステーション) 

･地域リハビリテーション活動支援事業 

介護予防グループ･サロン等 

介護予防ケアマネジメントの契約 介護予防支援の契約 

介護予防支援の契約を 

指定を受けた居宅介護支援事

業所(※)と契約 

 

利用するサービスが訪問介護

と通所介護以外にない月は

｢介護予防ケアマネジメント｣

の契約が必要。 

事前に包括支援センターから

の介護予防ケアマネジメント

の委託を受ける契約が必要 

介護予防支援及び介護予

防ケアマネジメントの契

約を地域包括支援センタ

ーと契約 

 

包括支援センターの職員

が直接担当 

介護予防支援及び介護予防

ケアマネジメントの契約を

地域包括支援センターと委

託先の居宅介護支援事業所

と三者で契約 

 

包括支援センターから委託

を受けた居宅介護支援事業

所が担当 

区役所高齢・障害支援課､ 

利用者の地域を担当する 

地域包括支援センター 

（ケアプラザ）へ相談 


